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はじめに 

現在、ガス業界では、地方ガス事業者による地域活性化の推進（ローカル

化）と、海外での活躍機会の増加（グローバル化）という二つの重要な動き

がある。 

 

１．地域活性化の取り組み状況と今後の取り組みの方向性 

地域活性化の取り組みの前提として、都市ガス事業者の特徴を確認すると、

従業員数は、半数以上が 30人未満という小規模経営であり、ガス販売量から

見ると、大手 4者で全体の 3/4を占めている状況。また、需要家件数につい

ても、約半数が 1 万戸未満の事業者であり、ほとんどが中小規模である。言

い換えれば、多くの事業者が市町村の規模で事業を営んでいるということで

ある。 

現在、地方は人口減少が進み、経済も厳しくなりつつある。市町村単位で

事業を行っている都市ガス事業者にとって、事業基盤である地域の衰退はガ

ス事業の衰退に直結する課題であることから、いくつかの事業者が自治体と

ともに地域活性化の取り組みを進めているところである。今回、ガス協会と

してもガス事業者の地域活性化の取り組みを後押しする目的で「地域活性化

フォーラム」を開催した。フォーラムでは、先進的な取り組みをされている

地方ガス事業者に具体的な取り組み事例を紹介して頂くことで、業界全体へ

の横展開を図った。フォーラムで紹介した事例以外にも、地域エネルギー事

業という切り口だけでも全国で様々な活動が進んでおり、大変心強く感じて

いる。 

また、地方ガス事業者が今どのような課題を抱えており、ガス協会がそれ



 

 

に対し今後どのような取り組みをするべきか、それを見つけるための一助と

すべく、地方ガス事業者へのアンケートを実施した。108 者からの回答があ

ったが、地域活性化に取り組むための課題として、人材不足や資金の不足が

障害となっている事業者が多く見られた。 

これらを踏まえ、ガス協会としては次の 4 点を今後の取り組みの方向性と

したいと考えている。一つは地域活性化の取り組みを、ガス協会としての活

動の大きな柱のひとつとして進めていくこと。二つ目は、「地域活性化に関心

はあるが行動に至っていない」という事業者を後押しするきっかけづくり、

具体的には今回のフォーラムのように、他社の先行事例・成功事例を情報提

供する活動を継続すること。三つ目が、教育や研修による人材育成支援や、

業務効率化支援により、個社では難しい人材面・資金面の課題解決に協力す

ること。四つ目が、活動促進に向けた関係省庁への働きかけ等を検討するこ

とである。なお、10 月 31 日に定款を変更し業務執行体制を見直したが、こ

れは上記のような実態を踏まえ、地方ガス事業者の活動を強化する一環とし

て、各機関の位置付けや役割を明確化したものである。 

 

 ２．ＧＩＩＧＮＬ 2019 総会 

ＧＩＩＧＮＬはＬＮＧの輸入者の国際組織であり、本年はシンガポール

で総会が開催された。私も出席したが、ＬＮＧの大きなうねりとして、今後

アジアが大きな焦点になるということを強く感じたため、報告させて頂く。   

具体的な事例として、ＧＩＩＧＮＬの会員数を見ると、今回 7 社増加し

88社となったが、そのうちアジアが 6 社増の 44社と半分を占めている。日

本からは正会員として北陸電力、準会員として石油資源開発が新たに加盟

した。また、ＪＥＲＡ本体は既に加盟済みであるが、シンガポールに拠点を

置いてトレーディングを行うＪＥＲＡグローバルマーケットも今回準会員

として加盟した。同じくシンガポールにある、ノバテクのトレーディング



 

 

部門であるノバテク ガスアンドパワーアジアも準会員に加盟した。今回総

会が開催されたシンガポールはアジアにおけるＬＮＧの情報の中心、ハブ

的な位置づけになりつつあるが、このシンガポールを発信源としたＬＮＧ

の大きなうねりが総会の中でも感じられた。 

また、ＧＩＩＧＮＬの理事会社については、従来はアジア、アメリカ、ヨ

ーロッパの各地域からそれぞれ 4社ずつの計 12社と上限が決められていた

が、今回規約の改定により 18社に増加した。これは会員数が増加したこと

と、アジアがこれからＬＮＧの中心となることを踏まえ、理事会社もアジ

アを中心に増やしていこうというものである。現在のアジアの理事会社で

あるＪＥＲＡ、東京ガス、大阪ガス、韓国ガス公社に加え、中国やインドな

どが新たに入ってくると予想される。ＧＩＩＧＮＬの加盟社で、世界のＬ

ＮＧフローの 90％をカバーしているが、今後中国、インド、東南アジアと

いった国々が徐々に中心となってくるであろう。 

なお、現在、シンガポールに駐在所あるいは駐在員を置いている日本の

ガス事業者は 6 社あるが、これは数年前までは考えられなかったこと。日

本のガス事業者も大手を中心にグローバル化が着実に進展している。 

 

以上 


